
私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（抄） 

 

○独占的状態関係 
第二条 （略） 

⑦ この法律において「独占的状態」とは，同種の商品（当該同種の商品に係る通常の事業

活動の施設又は態様に重要な変更を加えることなく供給することができる商品を含む。）

（以下この項において「一定の商品」という。）並びにこれとその機能及び効用が著しく

類似している他の商品で国内において供給されたもの（輸出されたものを除く。）の価

額（当該商品に直接課される租税の額に相当する額を控除した額とする。）又は国内にお

いて供給された同種の役務の価額（当該役務の提供を受ける者に当該役務に関して課さ

れる租税の額に相当する額を控除した額とする。）の政令で定める最近の一年間における

合計額が千億円を超える場合における当該一定の商品又は役務に係る一定の事業分野に

おいて，次に掲げる市場構造及び市場における弊害があることをいう。 

一 当該一年間において，一の事業者の事業分野占拠率（当該一定の商品並びにこれとそ

の機能及び効用が著しく類似している他の商品で国内において供給されたもの（輸出

されたものを除く。）又は国内において供給された当該役務の数量（数量によることが

適当でない場合にあつては，これらの価額とする。以下この号において同じ。）のうち

当該事業者が供給した当該一定の商品並びにこれとその機能及び効用が著しく類似し

ている他の商品又は役務の数量の占める割合をいう。以下この号において同じ。）が二

分の一を超え，又は二の事業者のそれぞれの事業分野占拠率の合計が四分の三を超え

ていること。 

二 他の事業者が当該事業分野に属する事業を新たに営むことを著しく困難にする事情

があること。 

三 当該事業者の供給する当該一定の商品又は役務につき，相当の期間，需給の変動及び

その供給に要する費用の変動に照らして，価格の上昇が著しく，又はその低下がきん少

であり，かつ，当該事業者がその期間次のいずれかに該当していること。 

イ 当該事業者の属する政令で定める業種における標準的な政令で定める種類の利益

率を著しく超える率の利益を得ていること。 

ロ 当該事業者の属する事業分野における事業者の標準的な販売費及び一般管理費に

比し著しく過大と認められる販売費及び一般管理費を支出していること。 

 

第八条の四 独占的状態があるときは，公正取引委員会は，第八章第二節に規定する手続

に従い，事業者に対し，事業の一部の譲渡その他当該商品又は役務について競争を回復

させるために必要な措置を命ずることができる。ただし，当該措置により，当該事業者

につき，その供給する商品若しくは役務の供給に要する費用の著しい上昇をもたらす程

度に事業の規模が縮小し，経理が不健全になり，又は国際競争力の維持が困難になると

認められる場合及び当該商品又は役務について競争を回復するに足りると認められる他

の措置が講ぜられる場合は，この限りでない。 
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